
 

予 算 要 求 資 料 

令和 3 年度当初予算 支出科目 款：農林水産業費 項：林業費 目：県産材流通対策費 

事業名 木の香る快適な公共施設等整備事業費補助金 

（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）  

      林政部 県産材流通課 消費対策係 電話番号：058-272-1111（内 3016） 

 E-mail：c11545@pref.gifu.lg.jp 

１ 事業費  76,850 千円（前年度予算額：107,350 千円） 

＜財源内訳＞ 

区 分 事業費 

財    源    内    訳 

国 庫 

支出金 

分担金 

負担金 

使用料 

手数料 

財 産 

収 入 
寄附金 その他 県 債 

一 般 

財 源 

前年度 107,350 0 0 0 0 0 107,350 0 0 

要求額 76,850 0 0 0 0 0 76,850 0 0 

決定額          

 

２ 要求内容 

（１）要求の趣旨（現状と課題） 

平成２４年度から「清流の国ぎふ森林・環境税」を財源とし、木材利用の

促進を図るため、５年間で４１施設（H29.4 現在）の公共施設等の木造化・

内装木質化に対し支援を行ってきた。 

平成２９年度から第二期の森林・環境税基金事業５ケ年計画が始まったと

ころ、引き続き環境保全や木材利用に対する意識や理解を深め、県産材利用

をより一層推進するため、引き続き市町村等が整備する公共施設の木造化・

内装木質化について支援を行う。 

 

（２）事業内容 

■事業区分 

事業費補助 ・木造化 

 ・内装木質化 

■補助対象施設 

教育関連施設（幼稚園、小・中学校、高等学校、図書館、体育館等） 

福祉関連施設（児童福祉施設、老人福祉施設、障がい者福祉施設等） 

 

 



 

 

■事業主体 

市町村、学校法人、社会福祉法人、医療法人、ＮＰＯ法人等 

 

（３）県負担・補助率の考え方 

①：17,000 円／m2     （上限：30,000 千円）（定額） 

②：10,000 円／m2     （上限：30,000 千円）（定額） 

 

（４）類似事業の有無 

有 【類似事業】 県産材需要拡大等整備事業 

当事業は市町村等における公共施設の木造化や内装木質化を積極的に推

進するため、従来事業に比べ採択基準を緩和し、木造化・内装木質化の喚起

を促す。 

 

３ 事業費の積算内訳 

事業内容 金額 事業内容の詳細 

補助金 76,850  

合計 76,850  

 

 決定額の考え方  

 

 

 

 

４ 参考事項 

（１）各種計画での位置づけ 

岐阜県森林づくり基本計画（Ｈ２９～Ｒ３）公共施設の木造化・内装木質

化数の内数（本事業では４５施設） 

 

（２）国・他県の状況 

国（林野庁）森林林業・再生基盤づくり交付金において、木造公共施設整

備に対する支援を行っている。 

 

（３）後年度の財政負担 

平成２９年度～令和３年度（令和３年度終期） 



 

 

県 単 独 補 助 金 事 業 評 価 調 書 

 

□  新 規 要 求 事 業 

■  継 続 要 求 事 業 
 

補助事業名 木の香る快適な公共施設等整備事業費補助金 

補助事業者（団体） 市町村、社会福祉法人、学校法人、ＮＰＯ法人 等 

補助事業の概要 （目的） 

県産材利用を推進し、環境保全に対する意識の醸成を

図る。 

（内容） 

公共施設のうち、県民への普及啓発効果の高い教育・

福祉・医療関連施設の木造化・内装木質化を推進する。 

補助率・補助単価等 定額・定率・その他（例：人件費相当額） 

・木造化  17,000 円／ｍ2（定額 上限 30,000 千円） 

・内装木質化 10,000 円／ｍ2（定額 上限 30,000 千円) 

 

補助効果 市町村の他、社会福祉法人やＮＰＯ法人等においても、

木造化・内装木質化の動きが進んでいる。 

終期の設定 令和３年度 

（理由）財源となる森林環境税が終期を迎える。 

（事業目標） 

平成２９年度から５か年で公共施設等の木造化・内装木質化を４５施設実

施する 

（目標の達成度を示す指標と実績） 

指標名 
事業開始前 
(H28 年度末) 

目標 
(R3 年度末) 

目標 
(終期) 

①公共施設の木造化・内装木質化実績 0 45 45 

 

 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 
R3 年度 

（要求） 

補助金交付実績 53,387 千円 95,846 千円 84,179 千円  38,458 千円  
(要求額) 

76,850 千円 

指標①目標 9 18 27 36 45 

指標①実績 7 14 20 
(推計値) 

26 
(推計値) 

34 

指標①達成率  77.8％ 77.8％ 74.1％ 
(推計値) 
72.2％ 

(推計値) 
75.6％ 

 



 

 

（前年度の成果） 

令和元年度については６市の教育・福祉関連施設の整備に対し支援を行い、

３施設の木造化、３施設の内装木質化が完成した。 

（今後の課題） 

公共施設等の建設にあたり木造化や内装木質化の関心は高いが、県産材を

活用した木造建築（内装木質化）について建設経費増高がネックとなってい

る。 

（事業の評価） 

・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か） 

 ○：必要性が高い  △：必要性が低い  

(評価) 

◯ 

木材の利用は持続可能な森林づくりに貢献し、環境保全につなが

っており、事業実施は必要。 

・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか） 

 ○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている 

 △：まだ期待どおりの成果が得られていない  

（評価） 

◯ 
概ね期待どおり、木造化・内装木質化の整備が進んでいる。 

・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか） 

 ○：効率化は図られている  △：向上の余地がある  

(評価) 

◯ 

木造化・内装木質化を実施するための増高経費分について助成し

ており、最小経費で事業効果を発揮できるよう工夫している。 

（事業の見直し検討） 

令和３年度の終期到来までは現行制度で事業を実施 

（終期到来時の翌年度以降の事業方針） 

継続 

（理由）森林環境税の存続を前提に、事業継続 

 


